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1. はじめに 

 戦前から戦後にわたる日本の政治学や行政学の礎を築いた蠟山政道は、大学や学会の枠

を大きく超えた様々な言論、政治活動を行っている。戦前には、近衛文麿のブレーン集団

と言われた昭和研究会1)の中心的存在であり、東京帝国大学教授を辞任した後に翼賛選挙で

群馬県から衆議院議員となっている。戦後も中央公論社の副社長や、民主社会協会の会長

になるなど、各方面にその足跡を残している。 
こうした蠟山の言論、政治的活動を振り返るときに、戦前の大きな転機となったのが、

日中戦争下の日本・満州・中国の関係を念頭に置いた「地域主義」の提唱である。 
「地域主義」は、「東亜協同体論」が成立する理論的前提となる政治的概念であった。日

中間の紛争を新たに解決する理論2)として、「東亜協同体論」が昭和研究会関係者を中心に

主張され3)、蠟山はその代表的存在となっていたのである。 
しかし、「地域主義」は、日本・満州・中国の国際的な関係性のみに限定されていたわけ

ではない。蠟山の「地域主義」は、地域間の経済的な大きな差異を解決することを主眼と

した「地域的開発計画」への強い関心が基底になっていた4)のである。地域間の経済的差異

は、当然ながら国内的にも存在し、これを「地域開発」によって解決するために、蠟山は、

日本・満州・中国のそれぞれで「『国民協同体』間の『地域的運命協同体』の形成」5)を期

待していたのである。 
昭和研究会の有力メンバーだった尾崎秀実は、「東亜協同体」の理念が発展しうるかどう

かは、「日本国内のこれを推進すべき勢力の結成が最大の問題になって来る」6)こと、しか

も、その実現はかなり困難であること7)を指摘している。 
この「国民協同体」は、国民再組織化運動が目指した目標であり、戦前の日本政治学史

において、「『国民運動』の目標を象徴する『国民協同体』が、『近代政治学』の対象だった

『国家』の概念に替わって、『現代政治学』の対象となる」8)契機を提供した、当時の政治
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学上の新たな概念だったのである。「東亜協同体」が「地域主義」の国際政治上の具体構想

であったとすれば、「国民協同体」は「地域主義」の国内政治上の構想であった。 
政治学者としての蠟山は、機能論的な米国の政治学者エリオットの「協同的有機体論」

に強く影響され、「地域主義」の国内政治における目標として、「国民協同体」の必要を強

く主張していたのである。では、行政学者としての蠟山は、「地域主義」をいかに考えてい

たのだろうか。 
この部分での蠟山に対する研究は、意外なほどに蓄積が少ない。今村都南雄が「蠟山行

政学の形成」9)で、「蠟山行政学」とでもいうべき行政学の体系化の試みについて鋭く分析

しているが、「国民協同体」や「地域主義」との関係性という視点はほとんど見られない。 
蠟山の研究スタイルの根底に、政治学と行政学の一体的展開があったとすれば、「地域主

義」の行政的展開についても分析の必要があり、それによって戦前の蠟山の言論、政治的

活動に対する理解が可能となるのである。 
また、蠟山は常に現実社会との関わりから、自らの学問研究を相対化していた。そのた

め、社会における「知的大衆」の役割と意義について、常に意識していたと考えることが

できる。知的エリート層を執筆者に抱え、それに憧れる「知的大衆」を読者層とする啓蒙

的な雑誌として、かつて総合雑誌の役割があった。  
総合雑誌は、一部の学会や特定の分野に関わる知識人のみを対象とした専門誌と異なり、

広く「知的大衆」を対象として社会的な「公論」を形成するメディアとして、重要な役割

を担っていたのである。 
蠟山にとっても、総合雑誌は、学会や特定分野を超えた「知的大衆」に、その政治思想

を拡大していく、社会的啓蒙活動のための重要な媒介（メディア）だったのである。 
蠟山がもっとも大きな影響を受けた学者である吉野作造10)と大山郁夫11)は、大正期の総合

雑誌のスーパースターであった。政治学者として、この二人の後を追う立場だった蠟山に

とって、総合雑誌はその政治的主張を「学会を超えた知識人社会（当時の言葉でいえば『読

書社会』）」12)に拡大していくための重要な媒介（メディア）だったのである。また、総合雑

誌の編集者から、蠟山は吉野や大山の後継者の一人として扱われていたようである。 
本稿では、蠟山の「地域主義」的な主張が総合雑誌上でいかに展開されていったか、「地

域主義」の国際政治学的構想と行政学的な構想が、どのような関係にあったのかというこ

とから、「地域主義」の本質について分析する。 

1. 戦時下の『改造』、『中央公論』、『文芸春秋』での展開 

蠟山が総合雑誌で「地域主義」に関係した執筆や対談は、相当数に及んでいる。 
本章では、満州事変で衝撃を受け、「東亜協同体」と「国民協同体」の主張に至る直接の

契機となった 1937 年 7 月の盧溝橋事件勃発による日中戦争の本格化した時期から、ミッド

ウエー海戦の敗北以降対米戦の戦局が逆転していく 1942 年末あたりまでの戦時下における

蠟山の「地域主義」に関連する評論や対談の内容を総合雑誌『改造』、『中央公論』、『文藝

春秋』から確認する。 
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このうち、蠟山の評論や対談が総合雑誌に掲載された時期を日中戦争が激化する 1937 年
7 月ころから「日華国交調整方針に関する声明」の発表される 1938 年末までの第 1 期（日

中戦争拡大期）、1939 年に第一次近衛内閣が総辞職後の「新体制運動」によって各政党が解

散に至る 1940 年 8 月頃までの第 2 期（近衛新体制期）、1940 年 9 月の日独伊三国同盟締結

から対米戦の戦局が急展開する 1942 年までの第 3 期（対米戦突入期）に分けて分析する。 
まず蠟山の 1937 年 7 月から 1942 年 12 月までの『改造』、『中央公論』、『文藝春秋』にお

ける掲載記事等を確認13)しておこう。 
第 1 期には、『改造』に「貴族院改革の方法と目標」、「支那開発の国際相克線 日、ソ、

連盟の比較論」、「政治革新の焦点と画期的意義」、「東亜協同体の理論」、『中央公論』に「北

支の政治及び教育」、「時務の本質と革新の動向」、「政策一元化の進展過程」、『文藝春秋』に

「一学徒の独白－時局について思ふ－」、「日本の進路を語る座談会」、｢長期戦の準備は出

来てゐる座談会｣、「革新担当者としての官僚」、「事変処理と大陸戦線の要諦」を掲載してい

る。 
第 2 期には、『改造』に「国民協同体の形成」、「日本世界政策の現段階」、「世界新秩序の

展望－東亜協同体を序曲として－」、「世界の運命と日本の望み」、『中央公論』に「事変下

における政治運営の問題」、「東亜協同体と帝国主義」、『文藝春秋』に「東大粛学問題と私

の心境」、「事変以来の政治の動き」、「外交刷新と国内新体制」を執筆している。 
第 3 期には、『改造』に「大東亜共栄圏の地政学的考察」、「ヴェルサイユ体制の再考察」

「世界大戦への米国の責任」、「来たるべき総選挙の意義」、「壮年層の政治性とその企画化」、

「政治力の実態 地方座談会」、「大東亜政治の基調と展望」、『中央公論』に「知識階級と

新体制」、「政治の現実と翼賛議会」、「世界政治の道徳的基礎」、「世界新秩序と米国の責任」、

「世界政策と国内政策の関連」、「現代世界政治の基本的考察」、「国内体系の原理」、「練成

とその組織」、「斯く戦ひ斯く想ふ」、「国家行政の総合的構造」、『文藝春秋』に「米国の政

策と日本の対策」を掲載している。 
このように第 1 期から第 3 期まで、戦時下の蠟山の総合雑誌への掲載状況をみると、『改

造』に 15 回、『中央公論』に 15 回、『文藝春秋』に 9 回となっている。『改造』と『中央公

論』への掲載回数が比較的多いが、『中央公論』への掲載は、第 1 期・第 2 期に比べて、第

3 期に飛躍的に増大している。 
まず、第 1 期に蠟山の「地域主義」が総合雑誌上でいかに展開されたかを確認していこう。 
「支那開発の国際相克線 日、ソ、連盟の比較論」14)では、「むしろ支那人は日本のみが

開発能力ありと思ってゐない、むしろ日本のそれは開発でなくて侵略であるとさへ誤解し

てゐるのである。この開発機構の欠陥は・・（以下省略）」と、日本の中国開発の致命的欠

点は、行政官庁や国策会社のみで行われていることにあることを指摘し、国際連盟の技術

援助やソ連の中国共産党への援助の方が、日本の開発援助よりも成功していると厳しい評

価である。蠟山の認識は、日本の対中政策に厳しい視点をもっていたのである。 
「北支の政治および教育」15)では、「純然たる政府機構ではやってゐけぬのであって、ど

うしても経済開発を中心とし、権力でなく資本を中心とした機構でなくてはならない」と、

政府機構でなく経済開発を中心とした民間資本を中心に中国の開発を進める必要性を強調
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している。また、日本の開発は、農村厚生計画の経験と実績を生かして、内務行政と農林

行政をまとめる総合機関の問題を解決した上で展開すべきものであり、日本人による支配

でなく、中国の自治能力を強化するために教育による実用的知識の普及が絶対条件になる

と指摘している。 
「東亜協同体の理論」16)では、「日本の大陸発展に内在してゐる原理は帝国主義ではなく

して、防衛又は開発の為の地域主義なのである。この地域主義の原理が明らかになりかけ

て来たのは極めて最近のことである」と、「地域主義」を明確化し、日本の大陸発展の目的

は、植民地経営でなく地域的原理に拘束された協同経済の原理による地域的経済の開発で

あると主張している。蠟山は、東洋には従来何の統一もなかったが、今回の日中間の事変

によって統一の覚醒が生まれ、地域的協同体の政治体制は当然に日本・満州・中国の連合

体となると述べている。 
「事変処理と大陸戦線の要諦」17)では、「支那事変の処理は、上述のごとく、九か国条約

の過誤を根本的に訂正することを以てその根本方針とすることに帰着する」、「著者は今次

事変の世界史的意義が世界原理たる地域的連合による東亜協同体の建設にある、との見透

しの下に事変処理の方策を考えたのである」と、ドイツなどが参加していない九か国条約、

ワシントン体制を激しく批判し、日中の水平的・均質的な国家関係を否定し、「地域主義」

による「東亜地域協同体」の建設を国際的に主張することを訴えている。 
第 1 期における蠟山の主張は、日中戦争激化の状況を受けて、それをいかに収束させるか、

その理論的説明をいかに行うかという視点が中心である。蠟山は、日本の中国開発の稚屈

さと 9 か国条約に代表される第一次世界大戦以来の旧体制の国際条約や外交が日中間の紛

争を激化させており、日本は中国の自主性に基づく両国の協同開発を進めるとともに新た

な時代にふさわしい国際関係に基づく外交を行うべきと考えていた。この考えを発展、理

論化して、「地域主義」に基づく「東亜協同体理論」をこの時期に確立したのである。 
ここで、蠟山は、『日満関係の研究』18)での機能論的国際政治関係重視の立場を発展させ、

「地域主義」という新たな概念を導入して、日本・満州・中国が連結する必然性について

理論化したのである。 
次に、第 2 期の総合雑誌上で、蠟山の「地域主義」の展開を見ていこう。 
「事変下における政治運営の問題」19)では、第一次近衛内閣を振り返って、「近衛内閣に

おいては、この経済政策又は経済機構のラインに従はず、その企画組織を樹立せずして、

或は新党問題或は国民再組織問題を取りあげる傾向のあったことは甚だ遺憾であった」と、

第一次近衛内閣が問題の本質である経済問題をおざなりにしてきたと指摘している。蠟山

は、近衛内閣の政治優先の運営に対して意外なほど批判的である。 
「国民協同体の形成」20)では、「日本民族の東亜及び世界における国民的使命に連関して

ゐるが故に、単なる国内問題としての企業や階級の問題でなくして、全体としての民族の

問題に拘束され結合されざるを得ないからである。そこに国民協同体が経済の革命ではな

くして諸国力の再編成問題を伴ひ、議会や政党の禁止ではなくて国民組織の再編成を問題

とする根本理由がある」と、東亜協同体理論が日本の国民的統一と深く関連し、政治機構

や行政組織の問題も国民協同体の問題まで掘り下げる必要があることを主張している。ま
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た、蠟山は、統制経済として国民精神総動員運動は成功したが、国民協同体を目的とした

国民組織化には不十分であると指摘しているのである。 
 「東亜協同体と帝国主義」21)では、「東亜協同体がそれ自身においてその総てを答ふべき

義務ありや否やを疑わねばならぬ程に甚だ目前の現実の国内問題である。従って東亜協同

体の建設は同時に国民協同体の形成を伴はねばならぬ」と、蠟山は、「東亜協同体」が国内

問題と直結し、「東亜協同体」建設のためには「国民協同体」の形成が不可欠であると述べ

ている。 
 「外交刷新と国内新体制」22)では、「この事変処理に有利なる国際環境の活用、事変処理

に役立つべき外交方策の採用、事変完遂に必要なる戦時体制の強化等の一連の具体的問題

が政治上の契機となって国論の統一、国策遂行の総合等の必要を生ずる。ここに新体制促

進の具体的契機がある」と、蠟山は、新体制と日中戦争の長期化との直接関係を明確化し

ている。また、「地縁、職能の両方の国民的要素を総合一体化する組織が出来れば、それが

よし旧体制の解消分子によるにせよ、新体制の第一歩である」と、政党に代表される地縁

的組織を旧体制として、産業団体等の職能的組織を新体制としている。 
 第 2 期では、日中戦争解決のために、「国民協同体」の確立が不可欠であるということが、

蠟山の評論の中心となっている。しかも、意外なことに昭和研究会以来関係の深い近衛内

閣の政策に、かなり批判的である。このことは、近衛とその周辺の政治的指向が、これま

での内外の農村問題・経済問題の解決を主眼とした政策から、日中戦争遂行のための国内

政治の一本化を主眼とした方向へ明瞭に変化したことを示している。すでに、この段階で

蠟山の「地域主義」は、政治的現実の前に敗北を運命づけられていたのである。 
 最後に第 3 期で蠟山の「地域主義」が、総合雑誌上でさらに深化していることを確認し

ていこう。 
 「米国の世界政策と日本の対策」23)では、「日本の紛争はやがて世界的又は太平洋的規模

においてのみ解決されねばならぬ秋（とき）が来るのである。その時、日本は如何なる原

理を以って太平洋の彼方から来る普遍的世界主義の脅威に対処し得るのであろうか」と、

「地域主義」が、米国の世界主義に対抗する政治的思想であることに力点を置いている。

そこから蠟山は、経済的企画を通じて、社会・文化・思想を包括する緊密で集約的な統一

的プランの具体化を提唱しているのである。 
 「大東亜共栄圏の地政学的考察」24)では、「さうした広範なる範域を包含した大東亜共栄

圏なるものの学問的に見た構造は、自然地理学的にも政治地理学的にも、かなり複雑な、

対立した地理的要素から成立している」と、松岡外相の「大東亜共栄圏」は仏領・蘭領イ

ンドシナを含んでいるが、これらの地域に統一的地域秩序が存在しないこと、「大東亜共栄

圏」の確立は政治家や一般国民の言うような簡単な問題ではないことを強調している。 
 「政治力の実態 地方座談会」25)で、蠟山は、「最近の自治体における活動というものは・・

（中略）・・住民組織としての活動および機能に変わって来た」、「自治体の機能が住民に移

りつつある」、「大都市なんかで端的に現れるのですが、町内会といったような法制的な団

体的で無いものの事務が非常に殖えた」、「地方団体―農業団体、その他職能団体等の問題

で、従来から懸案になっており、今後も問題になる問題だと思うのですが、制度上の問題
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として、之をも円滑に而も地方の実情に対応しうるやうな形にせしめてゆく点において地

方から示唆が出ることが必要だと思う」と語っている。蠟山は、地方における町内会など

の住民組織の活発化を指摘しつつ、職能団体と地方との関係に進展が必要なことを強調し

ている。 
 「国家行政の総合的構造」26)では、「各省行政の主管事項の範囲内においてその銘々の分

野において齎された行政的外廊機構の発達は官僚的構造の下における行政力の拡充強化に

対して一応の任務を果し、今やその行詰まりに逢着している」と、行政が政治に取って代

わることはできないこと、行政の拡充強化は国民的構造を持たなければ、行き詰りを免れ

ないことを述べている。また、翼賛政治体制によって、ようやく官界新体制確立の条件が

そろったこの機会に、行政各分野の有機的統一のために行政改革が必要であることを強調

している。 
第 3 期で、蠟山は、「大東亜共栄圏」の途方もない範囲の広さがその「地域主義」の理論

的範疇を超えてしまっていることや米国の「普遍的世界主義」の脅威、議会制度改革や行

政改革の行き詰まりなどへの批判を繰り返している。その中で、国内外の地域的な枠組み

の変化に着目していることが印象的である。 
このように、蠟山の言説は、第 1 期に中国の経済的開発の必要性から出発して、国際的

な「地域主義」の理論化にまで発展している。そして、第 2 期では「地域主義」の実現の

ために「国民協同体」という国内の問題に焦点を当て、第 3 期には「地域主義」を具体化

させて、国内外の地域的・区域的問題など行政学的な面にも論説を進めていたのである。 

2. 蠟山の地方制度改革論と「地域主義」 

前章の総合雑誌での評論（「米国の世界政策と日本の対策」）などからも明らかなように、

政治学者蠟山政道は、米国の「普遍的世界主義」の脅威について、強く警告を発している。 
「普遍的世界主義」とは、その政治・経済・軍事・社会・文化などあらゆる分野に及ぶ

力関係の差を無視して、大国・小国の区別なく、各国を建前的に対等な関係で捉える国際

政治上の「画一主義」だったということができる。蠟山は、この国際政治上の「画一主義」

に対して、非常に批判的であったのである。では、行政学者としての蠟山政道は、地方行

政についての「画一主義」をいかに捉えていたのだろうか。 
まず、前章の第 1 期に発表した『地方行政論』27)で、この時期の蠟山の地方行政学の基本

的な考え方を確認してみたい。 
蠟山は、「既設の地方団体の内面的必要は不断に変化してゐるものであり、国家のこれら

に対する関係、その統治組織上の構成分子としての価値は、その国家の変化と共に変化す

る」と述べている。つまり、国際情勢の変化によって国家間の関係が変化するのと同様に、

社会や国家の変化によって地方団体の社会的性質も変化するといっている。 
こうした社会や国家の変化の中で、「我国の地方制度はその成立以来半世紀の年月を経験

し、その下に大いに発展し来れる地方行政は、今やその制度的機構の制約を桎梏と感ずる

に至ってゐること、すなわち行政機能と行政制度の乖離を来してゐることが、地方改革問
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題の一つの要点であると考へられる」と、国内の地方行政上でも、改革が差し迫っている

ことを訴えている。 
 さらに、この「地方制度と地方社会との連関における不均衡又は不調の事実認識」にも

とづいて、その原因を「地方制度の地盤たる地方社会に行はれたる変革」に求めている。

社会が農業社会から産業社会へ急速に発展したが、「競争的資本主義」の発展によって、地

域間でも個人間でも大きな格差を生み出したのである。蠟山は、「その結果として、画一的

に形式的に区画されてゐる地方団体の間に均衡が破壊されてしまった」、「この経済的財政

的変化が画一的な平均的な地方区画としての地方制度の下における地方団体に対して重大

な変化と結果を齎した」といっている。 
 こうした現代社会における経済的・社会的な変化に制度が追い付いていないという蠟山

の基本思想は、前章でみた国際関係にも同様に当てはまるのである。蠟山は、米国の「国

際的普遍主義」がワシントン体制の継続に過ぎず、満州事変後の国際関係の激変に対応で

きなくなっていると主張している。蠟山は、米国に有利な画一的国際関係を廃し、日本・

満州・中国の経済格差を是正する観点から「地域主義」を提唱したのである。 
 「国家の地盤を構成してゐる各地域の産業的発展と、それに伴う文化的進展は、無政府

的な自由競争の資本主義経済の拍車に駆られて、地の利と人の便とを異にし、産業の特質

とその盛衰を異にする地方的発達を弥が上にも跛行的なものたらしめ、不均衡なものと為

したのである」、「この社会的発展と経済的実力とにおける跛行性と不均衡性こそ現代社会

の一般趨勢であり、現代社会の普遍的病弊なのである」と、蠟山は社会的・経済的格差に

よる社会的病理現象が、地方行政のみでなく現代社会全体の問題であることを強調してい

る。さらに、「今日の地方制度の危機の原因たる画一的地方制度の齎した弊害は除去されな

ければならない」と言い切っているのである。 
 この「現代社会の普遍的病理」の解決は、国際的にも国内的にも存在するものである。「現

代社会の普遍的病理」の解決に蠟山の主眼があり、その具体的方法を理論化したものが「地

域主義」だったということができる。さらに、一切の差異を考慮せず、何の規制もない自

由競争がこうした「現代社会の普遍的病理」を生み出すことになるのであれば、米国の「普

遍的世界主義」は世界中に更なる病理の拡大をもたらすことになるということができる。 
 次に、こうした蠟山の地方行政論で、「地域主義」の具体化として、地域・区域の問題が

いかに扱われていたのかを見ていこう。 
 蠟山が 1938 年に発表した、「地方自治体の区域問題」28)で、「その病根は、自治体の地域

と自治行政の機能との因果連関が正当に規定されておらず、あるいは両者の関係が不調和

になったためと見なければならぬ。ここに地域問題の核心が存在する」と述べている。こ

の不調和の原因は、やはり「経済発達と社会的発展の乖離」にあると考えられる。 
 この論文で、区域の問題は、区域の拡張や地方自治体の組合制度の活用などによっては、

解決することができないことを指摘し、特別中間行政団体の設置にその活路を求め、「府県

と市町村との中間において、一定の官治機関を設け、市町村の自治行政を指導監督すると

共に、府県行政の委任的分権を行おうとする方法」とその内容を説明している。 
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 この中間行政組織は、「自治行政の地域的総合調整への傾向」の現れであり、自治体の委

任事務と固有事務を一体化して、「画一主義」的な国家行政を変革して、地域で柔軟に行政

を運営できる基礎を確立するものだと強調している。市町村の自治事務の区域が拡大し、

特別自治行政区域の設置にまで発展することで、「自治体の区域問題ひいては自治機能刷新

に一大光明を投ずる」とまで言い切っている。 
 こうした蠟山の区域に対する考えは、1940 年 6 月に発表された昭和研究会の「政治機構

改革大綱」29)に、かなり反映されていると考えるべきである。 
 昭和研究会の政治機構改革研究会は、1937 年 3 月から活動し、蠟山も委員として中心メ

ンバーになっていたのである。 
「政治機構革新大綱」は、第一部の「議会制度改革綱領」と第二部の「行政組織改革要

綱」に分かれ、第二部の第三項が「地方制度改革要綱」である。 
この要綱は、まず、「我が国の地方制度は、創定以来既に半世紀に及び、その間に於ける

急激なる産業交通の発展、社会の推移、文化の進展によって今や幾多の欠陥を露呈しつつ

あるが、今次事変の展開による国民的計画経済確立施行の必要は、地方組織の全面的改革

を急請し、殊に経済に於ても民情に於ても、その特色を殆んど喪失したるやに思わるゝ府

県制そのものを再検討せしむるに至った」と、前文で府県制等について改革の必要性を謳

っている。 
この内容は、これまでに見てきた蠟山の「経済発達と社会的発展の乖離」から必然化し

ていた地方制度改革に対する考え方と基本的に同様のものである。 
次に、「地方制度の改革目標」として次の 4 つをあげている。 

「一 経済制度の発展と社会文化の進展に即応して地方区域の改善を図り、地方の特徴を

最大に発揮せしむること。 
 二 各地の地方機構における各系統の分立対立の弊害を除き、これを総合統一して地方

行政の能率を発揮せしむること。 
 三 地方にゆだねても支障ない事項はこれを地方に移管し、もって自治制の刷新をはか

ること。 
 四 中央地方を通じ、政策の企画とその遂行に連絡統一を図ること。」 
 このように、地域ごとに非画一的でありながら、国全体としては統一した効率的な地方

制度が、改革目標として取り上げられている。 
そして、「地方制度改革の要項」では、全国を北海道庁、東北道庁、東海道庁、中部道庁、

近畿道庁、中国道庁、九州道庁、樺太道庁の 8 区と東京都と大阪都に分ける「道庁制」を

提言し、次の 5 つの地方制度改革をあげている。 
「一 全国を地域上、経済上乃至社会上、共通なる要素を有する数府県を以て一区とする

数道に分かち、第一次行政区画とすること。但し東京及び大阪は都制を施き、道と同格と

すること。 
  （以下（1）～（6）省略） 
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 二 行政区画としての府県を廃止し、数郡を合して小県を新設し、道庁と町村との中間

機関として県毎に支庁を設置する。（三、四郡を合して一県とすれば全国に約百五十前後の

支庁を置くことゝなる）県には前項（6）30)に準じたる県審議会を置く。 
 三 道長官其の他道庁及び支庁の官吏については当該地方の実情に適応したる民政を行

わしめる必要あるを以て、その更迭の頻繁を現に避くるやう適当なる方法をとること。 
 四 数ケ町村を合併して一町村とし、地方自治行政に堪へ得る地域及び経済力を保有せ

しめ、名実共に兼備せる政治的経済的隣保共同の自治団体たらしめる。 
 五 部落等の法制化をはかり、地方自治体（町村）の経済的集団的活動の規定的単位た

らしめる。」 
 「府県制」を廃止して道―小県―町村の「道庁制」を新設し、あわせて町村合併や部落

の法制化によって、経済的に最も効率的な行政区域を確立しようとしていたことがうかが

える。こうした地方制度改革の目的は、経済的効率性に基づくものだったと考えられる。 
 このように、「政治機構革新大綱」の「地方制度改革要綱」には、蠟山の地方制度改革論

のエッセンスが凝縮していたのである。 

3. 結語 

これまでの各章で確認したように、蠟山の政治学的関心は、国際的方向と国内的方向の

両面に向かっていた。こうした指向性は、行政学上においても同様だったと思われる。 
 第 2 章で、総合雑誌上でも第 1 期、第 2 期に明確化していた「地域主義」の国際政治学

的構想と国内政治学的構想が、第 3 期には行政学的分野でも展開されていたことを述べた。

また、第 3 章で、行政学者としての蠟山は、第 1 期に既に「地域主義」の国内行政学にお

ける構想として地方行政区域の改革問題を取り上げ、蠟山のこうした構想が第 2 期には昭

和研究会の「地方制度改革要綱」などにも反映していたことを確認した。 
こうした蠟山の政治的関心を政治学と行政学、国際的事項と国内的事項の 4 つの側面か

ら分析すると、図 1（蠟山政道の政治的関心分析図）のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
図のⅠに「国民協同体」、Ⅱに「東亜協同体」の政治学的構想があり、それをⅢの「日本・

満州・中国の連合体」構想、国内の「行政改革」や「地方制度改革」であるⅣの行政学的

構想が制度的基礎付けを行っていたと考えることができる。 
蠟山は、1960 年の昭和同人会座談会「昭和研究会の歴史的役割」31)で、昭和研究会を振

り返って、「支那事変が勃発して、だんだん発展してきたときに、昭和十四年にはじめて東

政治学 

Ⅱ       Ⅰ 

国際的事項             国内的事項 

Ⅲ       Ⅳ 

行政学 

図 1 蠟山政道の政治的関心分析図 
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亜協同体という考え方が生まれた。われわれがその基調になる東亜におけるナショナリズ

ムの問題を、どう処理したらいいか考えた」、「当時は簡単に東亜協同体などとは連結がで

きるということで一種のナショナリズムの連合体を作るという考え方に飛躍していったけ

れども、そういう考え方が出たのが国際的にはあった。国内的には農村を中心とする都市

との連結とか、国民組織的な考え方、これが生な考え方だった」と語っている。 
農村・都市の連結や国民組織などの「国民協同体」は図のⅠとⅣにまたがり、「東亜協同

体」による日本・満州・中国の連結もⅡとⅢにまたがる問題だったと考えることができる。

蠟山の政治学的主張と行政学的主張は、相互補完的なものだったのである。 
 蠟山は、国内・国外両方の大きな経済的差異を「地域開発」によって、いかに少なくし

ていくことができるかということを主眼としていたのである。「地域主義」による国内外の

連結の大きな目的の 1 つが、この「地域開発」だったのである。 
このように、農村・都市の連結と日本・満州・中国の連結という国内外の政治的構想は、

「地域主義」として、蠟山の全体構想の中では、表裏一体として相互に補完する関係にあ

ったのである。 
しかし、「地域主義」の構想は、「国民協同体」と「東亜協同体」の崩壊によって瓦解し、

日本・満州・中国の連結は、周知のように歴史上泡のように消えてしまっている。また、

農村と都市の連結を考慮した蠟山の区域の改変などの地方制度改革構想も、戦時下の地方

制度の改正に十分には反映されることはなかったのである。様々な検討の経過を経て、農

村内各種団体の連絡調整権を町村長に認めることで都市と農村の連結を図ろうとした 1939
年の「町村制改正法律案」32)は不提出となり、1942 年の「地方官官制」による「地方事務

所」の設置も蠟山の構想した特別中間行政団体からはほど遠い内容であった。 
天川晃が「地方自治制度の再編成」33)で指摘しているように、1943 年 3 月の府県制、市

制、町村制の改正は、「『府県制』よりも『市制町村制』をより大幅に改正することによっ

て、いいかえれば、市制町村制を府県制に近似させることによってなされた」、しかも、「四

三年改正の市制町村制の改正は、市町村長を核として市町村を〈集権〉的に再編するとと

もに、主として農村部で展開されつつある行政の〈分離〉化を市町村の下に〈融合〉させ

ることに狙いを持っていた」ものであった。首都防衛を目的とした東京都制などを除けば、

地方制度は、蠟山の批判する画一化の方向に、従来34)以上に傾斜を強めていった35)のである。 
また、総合雑誌を「知的大衆」への有力な啓蒙的手段と考えていた蠟山は、専門性の強

い行政学的内容の主張を第 2 期までは極力避けてきたことがうかがえる。自らの著作や『自

治研究』、『国家学会雑誌』などの専門雑誌での「地域主義」の行政的主張は、総合雑誌上

では第 1 期、第 2 期共にほとんどみられなかった。しかし、第 3 期では総合雑誌上でも行

政学的にも「地域主義」が主張されていることが、第 2 章で確認できた。これは、蠟山が

「地域主義」の実現化のためには、行政における制度整備が不可欠という認識を強くした

ものと考えられる。 
蠟山は、1942 年 7 月の翼賛選挙に群馬県から立候補し、衆議院議員となっている。東條

内閣による対米戦勃発など内外の情勢がさらに混迷を極める中、蠟山は「地域主義」実現

のためにも直接政治に関わるようになったと考えることができる。 
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さらに、第 3 期での『中央公論』への掲載数の急増は、その後の蠟山と中央公論社との関

係を踏まえれば、非常に興味深い。 
元々、蠟山の総合雑誌への掲載は、1924 年の『改造』2 月号の「英国諸政党の内面的進化」

からであり、それ以降も『改造』36)への執筆が多く、『中央公論』、『文藝春秋』への掲載は

1928 年以降のことであった。蠟山の社会民主主義的政治スタイルが社会的に一般化するの

は、やはり 1930 年前後を待たなければならなかった。また、1928 年は、中央公論社が嶋中

雄作の手に渡った時期と重なっており、『中央公論』のスタイルも滝田樗陰時代を一新した

ことを象徴しているのである。 
蠟山と嶋中雄作との関わりは、戦後の『中央公論』復刊の時期に、蠟山が編集主任、中

央公論社副社長に就任し、復刊第 1 号・第 2 号を刊行したのみならず、長女雅子を嶋中の

二男鵬二に嫁しているように、非常に深い関係となっている。1946 年 11 月、翌年の公職追

放前に中央公論社から退いてからも、中央公論社の『中央公論』、『婦人公論』に数多くの

論説等を掲載している。 
蠟山の総合雑誌上での啓蒙活動は、このように戦後も継続していたのである。 

 『中央公論』元編集長の粕谷一希は、「公論」をリードする言論機関として、「かつての

総合雑誌や一部の新聞の役割があった」37)と述べている。 
 「かつて」という言葉は、中央公論社が多額の借金の挙句に読売新聞社に吸収された経

過を踏まえると感慨深いものがある。『改造』は 1955 年に廃刊、『中央公論』は公称 4 万部

と見る影もなくなり、3 誌の中では『文藝春秋』のみが 60 万部以上の発行部数38)を誇って

いる。 
「知的大衆」を啓蒙することで現実社会の変革を目論んでいた蠟山政道は、現代社会で

あれば、果たしてどのようなメデイアで「地域主義」を語っていたのだろうか。 
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